


保健師職能委員会は、平成 27年度に会員拡大の目的で自治体訪間を実施したところ、産体・育休取得者
が多く、代替え職員も確保できない課題を把握しました。そこで、産体・育月休業制度に特化した調査を実
施しましたので、結果を報告します。

【調査の目的】

「産体・育月休業職員の現状把握と代替制度等」について実態を把握し、その対応策を検討する。

【調査の概要】
日文ゴ象 者 :県内の市町村保健師業務主管課
・調査方法 :愛知県健康福祉部医療福祉計画課が「あいちの保健師活動のまとめ」の原稿依頼とともに保健所

経由で各市町村へ、中核市へは直接メールにて依頼をした。
・調査時期 :平成 28年 3月 1日付で発送し、平成 28年 5月末までに回収
・回 収 数 :53市町村 (回 収 率 :¬ OO%)
【結果 Eまとめ】

育月休業取得者のいる自治体は、41自治体 (77.4%)で (図 1)、 育児
休業取得期間の傾向としては 2～3年末満が 33自治体 (62.3%)と最も
多かつた (図 2)が、その代替手段は約 9割の 49自治体が、勤務条件の
不安定な臨時的職員であり、任期付職員が 9自治体、嘱託職員が 7自治体
など勤務条件が整備されている職の採用は少なかつた (図 3)。

そのため、「保健師のあ要数が確保できない」「まったく応募がない」(合

計 64.1%)とあるものの、◆後の方策が「す
―スセンターの活用」など自治体としての対

策がなく、保健師確保の難しさが大きな課題

として挙げられた。

【保健師職能委員会の今後の対応策】

(1)保健師の計画的な人材確保 (育児体暇
等代替職員制度を定数外職員へ変更)

保健師定数内の産体・育児休業及びその他

長期休職者等は ¬8,2%、 その内育児休業取

得者は75%と 大半を占めていた。
また保健師養成課程が選択制に変更され、

これまで以上に保健師確保が難しい現状で

あり、保健師職能委員会は各自治体が保健師

定数を増やすよう定数外職員制度への取り

組みを提案したい。

(2)キャリアラダー制度の活用による統
括保健師配置の推進と保健師の体系

的な人材育成体制の構築

産体・育児休業等により長期体暇取得者が増加する傾向にある中で、保健師の質の担保と人材育成のため、キ
ャリアを継続支援する体制構築が財要である。

国は、平成 28年 3月に「保健師に係る研修のあり方等に関する検討会最終とりまとめ」を、また同時期に厚
労省研究班 (研究代表者 :奥田博子氏)は「保健師の人材育成計画策定ガイドライン」を作成公表し、能力の成
長過程を段階別に整理した「自治体保健師の標準的なキャリアラダー」を提示した。これは、統括的役割を担う

保健師の育成に向けた計画的な人材育成として、各自治体での保健師のキャリアパス作成を推進するとともに、
産前産後の休暇や育児休業等により長期間職場を離れた保健師のキャリア継続支援体制を確立していくことを
示している。

併せて、平成 28年度から地方ノ△ヽ務員法の一部改正で人事評価制度が新たに導入され、能力と実践の両面から
評価が行われている。

これらのことから、保健師職能委員会は、「全自治体に組織横断的な総合調整機能を持つた統括保健師を推進
し、その役割及び職位を各自治体の事務分掌に明確に位置づけること」、「組織目標等に基づいたキャリア支援を
行える人材育成体制の構築を確立すること」を関係機関等に要請していく予定である。また、各関係機関と協力
し、国が示す「人材育成体制の構築」及びキャリアパスとキャリアラダーを連動した「保健師の人材育成計画策
定ガイドライン」を各自治体で早急に導入できるよう、研修や検討等を進めていきたい。(担当 :粟津)
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「切れ目ない妊娠・出産・子育て期支援の強化」をテーマに、福島富士子先生 (東邦大学大学院教授)

を請師に迎えて講演会を開催しました。

講義では、産褥ケアではなく産後ケアという視点で、病院・産院などの医療基盤だけでなく、生活基

盤での地頓保健師の機能が大切であること、産後ケアをトータルに切れ目なくサポートができなけれ

ば、母の安全安心・満足のいく子育て支援とならないことを話していただきました。また女性は、体調

やライフサイクルもホルモンに支配される原始的な自みを持つことを、保健師・助産師が常に念頭に置

いて支援を者える町要があることなど、看護職能の原点を確認する研修にもなりました。

切れ目ない妊娠・出産・子育て期支援の強化の実呪で踏まえる事項として、

国の「まち・ひと 。しごと創生総合耕略」の基本国標施策である「子ども・ 平

育て支援事業」での平育て世代包括支援センターの整備、利用者支援事業が、

保護者の安全安 ,と`」ヽの子育てにつながるものとなること、保健師も施策に積極的

に関わる財要があるなど、国の施策動向も踏まえた講義でした。保健師は様々

な分野の社会・施策動向を踏まえ、支援者とつながる 。支援をつなげることが

聰要であることを改めて認識することができました。(担当 :山崎)

研修会  「妊娠・ 出産包括支援事業の展開」
平成 28年 8月 22日 (月 )13:αン呵 630 受諮者数 76名

「地域のデータを活用した保健師活動の見える化」をテーマに、日本看護協会理事の中板育美氏を

講師に迎えて「保健師活動の “見えるイヒ"」 についての講演を、また、大島亜反美氏 (瀬戸市役所国

保年金課)にデータヘルス事業への取り組みについて報告をしていただきました。

Oデータは見えない物を見せる力を持つ。現状を伝えることで周囲の理解を得ることができ、施策
につながる。

Oデータを基に、地域の上台を言語化する。地功診断は「弱み」ではなく、「強み」を見る。

OPDCAサイクルで事業を回す時は、「投した費用、労力の評価」を忘れない。
○効果的な取り組みのためには国保部門と衛生部門が連携し、事務方の上司にも入つてもらう。

○「部署は違つても、保健師周士が市民の健康を一緒に者えるのは当たり前」「保健事業を “見え

る化"しよう」と思う保健師の存在が大切。(担当 :中田)
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研修会  「地域のデータを活用した保健師活動の見える1と」
平成 28年 11月 19日 (土)13:α}呵 030 受講者数 52名




